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Stage1 Stage2

2001 2003 200６ ～

◆ＩＴ基本法

◆IT戦略本部設置
（本部長：内閣総理大臣）

ＩＴ基盤整備

ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ
(2003(2003年年77月月))

ee--JapanJapan戦略戦略
(2001(2001年年11月月))

ＩＴ利用・活用重視

ＩＴの構造改革力の追求

世界のＩＴ革命を先導
するフロントランナー

自律的ＩＴ社会の実現

ＩＴ新改革戦略ＩＴ新改革戦略
(200(200６６年年１１月月))

我が国のＩＴ戦略の歩み



ＩＴ戦略本部 （高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ社会推進戦略本部）

ＩＴ基本法に基づき、ＩＴ社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進
するため、2001年1月、内閣にＩＴ戦略本部を設置。

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：ＩＴ担当大臣、内閣官房長官、総務大臣、経済産業大臣
本部員 ：全ての国務大臣及び有識者（10名以内）

構成員構成員

有識者本部員等有識者本部員等

伊丹 敬之 一橋大学大学院商学研究科教授

上野 保 東成エレクトロビーム株式会社代表取締役社長
大山 永昭 東京工業大学大学院理工学研究科教授
清原 慶子 三鷹市長
鈴木 敏文 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス代表取締役会長
中村 邦夫 松下電器産業株式会社代表取締役社長
中村 維夫 株式会社ＮＴＴドコモ代表取締役社長
村井 純 慶應義塾大学環境情報学部教授

なお、 宮内 義彦 規制改革・民間開放推進会議議長
庄山 悦彦 ＩＴ戦略本部評価専門調査会座長 は、本部会合に出席。

ＩＴ戦略本部について（参考）



ＩＴによる日本の構造改革の完成ＩＴによる日本の構造改革の完成

子どもたちや技術への投資ネットワークインフラの整備

課題解決力を通じた国際貢
献・国際競争力強化

国際貢献・国際競争力強化

ＩＴの「新たな価値を生み
出す力」や「課題解決力」
で構造改革を推進

構造改革による飛躍

ユニバーサルデザイン化さ
れたＩＴ社会を構築

利用者・生活者重視

改 革

ＩＴＩＴ
－改革を支えるツール－－改革を支えるツール－

ＩＴＩＴ
（改革を支えるツール）（改革を支えるツール）

ITIT化を妨げる化を妨げる
社会的制約を排除社会的制約を排除

ＩＴ新改革戦略



世界最先端に向けて重点的に取り組むべき主な施策（案）世界最先端に向けて重点的に取り組むべき主な施策（案）

ＩＴの構造改革力の追求ＩＴの構造改革力の追求

ＩＴによる医療の構造改革ＩＴによる医療の構造改革 ◆レセプトの１００％オンライン化

ＩＴを駆使した環境配慮型社会ＩＴを駆使した環境配慮型社会 ◆ＩＴでエネルギーや資源の効率的な利用

世界に誇れる安全で安心な社会世界に誇れる安全で安心な社会 ◆地上デジタル波による災害情報提供で被害軽減

世界一安全な道路交通社会世界一安全な道路交通社会 ◆ＩＴＳを活用し交通事故を未然防止

世界一便利で効率的な電子行政世界一便利で効率的な電子行政 ◆オンライン申請率50％達成

ＩＴ経営の確立による企業の競争力強化ＩＴ経営の確立による企業の競争力強化 ◆ＩＴによる部門間・企業間連携の強化

生涯を通じた豊かな生活生涯を通じた豊かな生活 ◆テレワーク、e-ラーニングの活用

－ＩＴによって日本社会が抱える課題を解決－

今後のＩＴ施策の重点①



世界最先端に向けて重点的に取り組むべき主な施策（案）世界最先端に向けて重点的に取り組むべき主な施策（案）

ＩＴ基盤の整備ＩＴ基盤の整備

ユニバーサルデザイン化されたＩＴ社会ユニバーサルデザイン化されたＩＴ社会 ◆誰もが安心利用し、恩恵を享受できるＩＴ開発推進

デジタル・ディバイドのないインフラ整備デジタル・ディバイドのないインフラ整備 ◆いつでも、どこでも使えるユビキタス化

世界一安心できるＩＴ社会世界一安心できるＩＴ社会 ◆「情報セキュリティ先進国」への躍進

次世代を見据えた人的基盤づくり次世代を見据えた人的基盤づくり ◆教員一人１台のＰＣ、モラル教育の推進

世界に通用する高度ＩＴ人材の育成世界に通用する高度ＩＴ人材の育成 ◆高度ＩＴ人材育成機関の設置等

次世代のＩＴ社会の基盤となる研究開発の推進次世代のＩＴ社会の基盤となる研究開発の推進 ◆中長期的な技術戦略

世界への発信世界への発信

国際競争社会における日本のプレゼンス向上国際競争社会における日本のプレゼンス向上 ◆世界の一翼を担う情報ハブ

課題解決モデルの提供による国際貢献課題解決モデルの提供による国際貢献 ◆ＩＴによるアジア諸国等への貢献

－ＩＴの構造改革力を支え、ユビキタスネットワーク社会への基盤を整備－

－構造改革力追求の世界への発信と国際貢献－

今後のＩＴ施策の重点②



◆ ＰＤＣＡサイクルの確実な実施
◆ 成果目標の明確化と厳格な評価
◆ 医療、電子政府において分科会を設置し評価体制を強化
◆ 評価に基づく施策の見直し

◆ ＩＴ戦略本部のリーダーシップ
◆ 重要政策課題の選定
◆ 重点計画による施策の重点化・加速化
◆ 電子政府の構築・運用の調整
◆ 重複投資の回避、優先順位の判断
◆ 他の会議・本部との密接な連携

ＩＴ戦略本部ＩＴ戦略本部

ＩＴ新改革戦略評価専門調査会ＩＴ新改革戦略評価専門調査会

ＩＴ戦略の推進体制



事務局：内閣官房ＩＴ担当室
事務局：総務省行政管理局

ＩＴ戦略本部

ＣＩＯ連絡会議

評価専門調査会
（外部有識者）

ＧＰＭＯ（内閣官房）

（共通）人事・給与システム
（共通）調査統計システム
（共通）予算執行システム
その他府省共通の課題

・・・

Plan

Do・Act

Check
議＿長： 内閣官房副長官補
副議長： 総務省行政管理局長

PMO(総務省) PMO(経済産業省)

（個別）恩給システム
（個別）電波監理システム

（個別）特許システム
（個別）工業標準システム

財務省主計局

予算要求

予算要求

予算要求

電子政府評価委員会（仮称）
（外部有識者）

予算削減可能性調査の結
果を財務省主計局に報告
（10月頃）。

GPMO、各府省
PMOからの進捗報
告を審査、評価し、
支援、勧告。

各省からの出向者、CIO補佐
官等のIT専門家によって構成
（セキュリティ補佐官も含む）。

府省共通システムについては、
GPMOが一括して必要な調整を
行った上で予算要求。

新設組織

新設組織

今後の電子政府の推進体制



政府機関（各省庁）政府機関（各省庁） 重要インフラ重要インフラ 企業企業 個人個人

②② 政府機関の総合対策促進政府機関の総合対策促進

内閣官房情報セキュリティセンター（内閣官房情報セキュリティセンター（NISCNISC））

◆諸外国との情報交換
・連携の一元化

◆国際的な信頼醸成重要インフラ所管省庁
情報セキュリティ

関係省庁

情報セキュリティ政策会議情報セキュリティ政策会議

IT戦略本部

官民から官民から
専門家を集約専門家を集約

基本戦略基本戦略等の等の決定決定

○ ２００５年４月 内閣官房情報セキュリティセンター（ＮＩＳＣ）を設置。

○ ２００５年５月 ＩＴ戦略本部の下に「情報セキュリティ政策会議」を設置。

③③ 政府機関の政府機関の事案対処支援事案対処支援

①① 基本戦略の立案基本戦略の立案

④④ 重要インフラの情報セキュリティ対策重要インフラの情報セキュリティ対策

政府における情報セキュリティ政策の推進体制



政府政府機関機関・地方公共団体・地方公共団体 重要インフラ重要インフラ 企企 業業 個個 人人

（
０
９
年
度
初
）

目
標

セキュリティ技術戦略の推進 セキュリティ人材の育成確保

国際連携・協調の推進 犯罪の取締り、権利利益の保護救済

すべての政府機関が
「政府機関統一基準」
が求める水準に

ＩＴ障害を
限りなくゼロに

対策の実施状況を
世界トップクラス

の水準に

２００６年度 ２００９年度２００５年度 ２００８年度２００７年度

「第1次情報セキュリティ基本計画」（2006～08年度）

重
要
政
策

横
断
的
な

セキュア・
ジャパン
２００７

セキュア・
ジャパン
２００７

セキュア・
ジャパン
２００８

セキュア・
ジャパン
２００８

「セキュア・ジャパン２００６」

① ２００６年度の実施計画

② ２００７年度の重点施策の方向性

全主体が適切な役割分担を果たす「新しい官民連携モデル」の構築を目指す。

「ＩＴ利用に不安を
感じる」個人を
限りなくゼロに

重
要
政
策

各
領
域
の

・ＰＤＣＡサイクルの構築
・サイバー攻撃への対応
能力の強化

・情報共有・分析機能
・横断的演習、相互
依存性解析

・第三者評価の活用
・ウィルス等への体制
強化

・セキュリティ教育推進
・広報啓発の強化

「第1次情報セキュリティ基本計画」と「セキュア・ジャパン２００６」



富士通
ＮＥＣ

日立製作所
ＮＴＴ

ＮＴＴデータ
ソフトイーサ

等

富士通
ＮＥＣ

日立製作所
ＮＴＴ

ＮＴＴデータ
ソフトイーサ

等

内閣官房、内閣府、総務省、
経済産業省、ＮＩＣＴ、ＩＰＡ

内閣官房、内閣府、総務省、
経済産業省、ＮＩＣＴ、ＩＰＡ

政府のセキュリティ政策実施計画「セキュア・ジャパン2006」において、

「高セキュリティ機能を実現する次世代ＯＳ環境の開発」

を重点施策として実施。

推進体制

筑波大学（加藤教授）
電気通信大学
東京工業大学
慶應義塾大学
奈良先端科学技術大学
豊田高専

筑波大学（加藤教授）
電気通信大学
東京工業大学
慶應義塾大学
奈良先端科学技術大学
豊田高専

学

産学官の力を結集した開発推進体制

産
官

開発イメージ

Office

セキュリティ機能を組み込んだ仮想機械＋最小限のＯＳ機能セキュリティ機能を組み込んだ仮想機械＋最小限のＯＳ機能

Mail ブラウザ etc…

ゲストＯＳ（ゲストＯＳ（WindowsWindows、、LinuxLinux等）等）

ネットワーク管理

セキュアＶＭセキュアＶＭ
ファイル管理 ＩＤ管理

実機械（ハードウェア）

ネットワーク

不正アクセス防止

ハードディスク ＵＳＢメモリ等

暗号化

「セキュア・ジャパン２００６」におけるセキュアＯＳ関連施策



ご清聴ありがとうございました。

内閣府大臣政務官 衆議院議員

平井たくや ホームページ
http://www.hirataku.com/


